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第４章 更新費用の推計  

 
 
第１節 更新費用の推計にあたっての基本事項                         。      

公共施設の更新に必要な財政負担について、総務省所管の「財団法人自治総

合センター」が作成した更新費用試算ソフトの考え方を基に試算してみました。 

この更新費用試算ソフトでは、現在保有する公共施設を同じ面積で更新する

ものと仮定し、耐用年数は標準的な耐用年数である６０年とし、建築後３０年

で大規模改修を行い、その後３０年で建て替えるものとしています。 

なお、平成２５年度時点で建築後３１年以上５０年までの建物については、 

平成２５年度から平成３４年度までの１０年間で均等に大規模改修を行うもの

とし、建築後５１年以上経過している建物については大規模改修を行わず６０

年経過後に建て替えるものと仮定して、今後４０年間の更新費用を試算してい

ます。 

 

 

【図表３３：自治総合センター更新費用試算ソフトにおける更新費用単価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設分類 建替え 大規模改修 

庁舎等、社会教育施設、文化施設、 

産業施設 
40 万円／㎡ 25 万円／㎡ 

スポーツ・レクリエーション施設、 

福祉施設、保健施設 
36 万円／㎡ 20 万円／㎡ 

保育・子育て支援施設、小・中学校、

幼稚園、給食施設 
33 万円／㎡ 17 万円／㎡ 

市営住宅 28 万円／㎡ 17 万円／㎡ 
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第２節 更新費用の推計                                               。      

本白書の対象１４７施設の更新費用を試算した結果、今後４０年間に必要な

更新費用の総額は約９２０億円という莫大な額となりました。１年あたりでは

約２３億円となりますが、これは平成２５年度一般会計歳出予算の約１割に相

当する額です。また、更新のピークとなる平成４０年度には、年間約５８億円

もの更新費用が必要となり、これを平成２５年３月末の住民基本台帳人口（５

３，５２５人）を基に市民一人当たりの負担額に直すと、その額は約１１万円

となります。 

本市の平成２２年度から平成２４年度までの３年間の普通建設事業費のうち、

インフラ整備に要する経費や公共事業のための用地取得費などを除いた経費は

年平均で約８億円となっており、これを試算結果と単純に比較した場合、１年

あたり約１５億円、４０年間では約６００億円もの財源不足が生じることとな

り、このことは、現在あるすべての公共施設の更新を図ることが現実的に不可

能であることを示唆しています。 

なお、試算した更新費用は、一定の基準による対象施設の更新費用であり、

本白書で対象外とした施設の更新費用も含まれていないことから、場合によっ

ては、公共施設の更新に係る財政負担はさらに膨らむことが想定されます。 

厳しい財政状況の中、更新費用として確保できる財源には限界があります。 

このため、更新する公共施設の量を圧縮するとともに、計画的な事前保全を実

施し、出来る限り財政負担の軽減・平準化に取り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

※普通建設事業費とは、道路、橋りょう、学校、公園など各種社会資本の新増設事業 

を行う際に、必要な経費のすべてをいいます。 
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【図表３４：自治総合センターの更新費用試算ソフトによる更新費用推計】 
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【図表３５：５年間毎の更新費用推計】 

 

 

 

【図表３６：用途分類別の更新費用割合】 
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小・中学校

39%

市営住宅

26%

庁舎等

8%

社会教育施設

7%

スポーツ・レクリ

エーション施設

5%

文化施設

5%

産業観光施設

3%
福祉施設

3%

保育・子育て支援施

設

2%

給食施設

1%
幼稚園

1%

保健施設

0%

更新費用総計

約920億円

現在の予算規模 

で確保が可能 

現在の予算規模 

では確保が困難 

小・中学校 市営住宅 庁舎等 社会教育施設
スポーツ・レクリ

エーション施設
文化施設

356億円 240億円 78億円 68億円 49億円 43億円

産業施設 福祉施設
保育・子育て

支援施設
給食施設 幼稚園 保健施設

30億円 25億円 16億円 7億円 5億円 3億円
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